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要   約 



要  約 

ミャンマー連邦（以下,「ミ」国と称す）は、北緯 10～28 度、東経 93～103 度に位置し、周囲を

中国、タイ、ラオス、インド、バングラデシュに囲まれている。国土面積は約 67.8km2 で日本の約

1.8 倍の南北に細長い国である。北方にチン丘陵、東方に標高 2000m 以上の山々を含むシャン高原、

西方に阿羅漢山脈がある。中央部にはエーヤワディ川が流れ低地部を形成し、東部には北部ヒマラ

ヤを源とするサルウィン川がシャン州を南下している。気候はモンスーン地帯に属し、降雨は雨期

に集中し、12 月から 3 月の乾期にはほとんど降らない。 

「ミ」国は、135 の民族を抱える多民族国家であり、全国人口は 4,725 万人（1999 年）で、7 割

をビルマ族が占め、残りの少数民族は国境周辺部で生活している。本計画地のシャン州コーカン地

区は、サルウィン川と中国国境に挟まれた辺境地に位置しており、中国系少数民族であるコーカン

族等が居住し、人口は約 19 万人と言われている。コーカン地区の民族構成はコーカン族が 75％、パ

ラウン族が 11％、その他の民族が 10％となっており、言語は主にコーカン語（雲南系の中国語）が

使用され、通貨も中国元が流通するなど、中国の文化・経済の影響が強い。 

「ミ」国政府は、同国の国境地域における経済・社会の発展、各民族間の友好促進等を目的に国

境地域少数民族開発省（以下、国境省と称す）を 1992 年に設置し、少数民族の生活環境改善に努力

している。シャン州コーカン地区においては、自治組織としての第１特別自治区が設立され、中国

系住民による自治が行われており、同国政府と協調しつつ経済開発を進めている。しかしながら、

当該地区は中国国境付近の急峻な山岳地帯に位置するため、耕地面積は少なく、主食である米の自

給率は約４割程度となっている。このため、長年、この地区では伝統的に換金作物としてのケシ栽

培が行われ、世界でも有数なアヘン・ヘロイン原料の一大生産地となっている。これに対し「ミ」

国政府は当該地区において「薬物統制のためのコーカン地区開発計画」を策定し、ケシ撲滅運動を

推進しており、また 2000 年 6 月には第１特別自治区代表がケシ撲滅宣言を行ったことにより、ケシ

の栽培面積は徐々に減少しつつあるが、荒地において乾期にも栽培できる高収益のケシの代替作物

は少なく、結果として住民生活は困窮し、生活環境は劣悪な状態が続いている。このような状況か

ら、我が国政府は、「ミ」国のケシ撲滅運動の展開に合わせて、技術協力としてケシからそばへの転

作を促進するそばプロジェクトを実施中で、シャン州コーカン地区において、派遣専門家を中心に

積極的な活動を行っている。 

「ミ」国政府は、国境地区の治安維持、経済発展のためには、地方農村部の貧困層の住民生活改

善が必須であると認識しているものの、辺境地区の住民生活並びに経済活動を支える電力等のイン

フラ整備は大変遅れている。しかしながら、「ミ」国の基幹送電網をシャン州コーカン地区まで延長

するのは同国の逼迫した財政事情から困難となっており、第 1 特別自治区では、独自に中国発電所

i 



を電源とする送電線を建設し、中国からの買電電力によって商業地区であるラウカイ市を中心にイ

ンフラ整備を行っている。しかしながら、山間部の地方農村開発は遅れており、電化率はラウカイ

市で 100％となっているものの、同地区の約７割の住民が居住する地方農村部では僅かに 2％程度と

なっている。このため地方農村部の住民は、ランプ生活を余儀なくされており、二部制で運営され

ている学校教育にも、教室の照明不足等の障害が出ている他、医薬品の保管が困難で診療所も設置

できず、また、ラジオ等のメディア活用による社会情報の入手も困難となるなど、地方農村部の住

民生活は困窮している。このような状況から「ミ」国政府は、シャン州コーカン地区の内、そばプ

ロジェクトの活動の中心地であるが、社会インフラ整備が遅れているため、生活水準が劣悪な状況

にあるチャーシーシュ村村落群における電化計画促進のため、我が国に対して無償資金協力を要請

してきたものである。 

この要請に対し、我が国政府は、国際協力事業団（JICA）による予備調査団を 2000 年 10 月に派

遣した。同調査団の報告を受けて、基本設計調査団を平成 13 年 3 月 5 日から同年 6 月 30 日まで「ミ」

国に対し派遣し、「ミ」国関係者と要請内容についての再確認、協議を行うと共に、プロジェクトサ

イト調査および関連資料収集を実施した。当初、予備調査報告書にある小水力発電所による電化を

計画したが、平成 13 年 5 月の第 2次官側調査団において、先方から、小水力発電施設のための貯水

ダム建設予定地が、第１特別自治区が計画しているラウカイまでの給水計画の導水ルート上にある

ことから既設配電線延長による電化計画に変更したい旨の要望があり、同要望が先方の最終要請で

あることを確認した。帰国後、現地調査資料に基づき、プロジェクトの必要性、社会・経済効果、

妥当性について検討し、最適な計画に係る基本設計および実施計画を提案した。これらを基に JICA

は平成 13 年 8 月 26 日から同年 9 月 9 日まで基本設計概要書の説明のため、基本設計概要説明調査

団を再度同国に派遣した。 

本計画の電化対象地として選定されたチャーシーシュ村は、同村村落群の社会・経済活動の中心

地であり、村役場、学校等の公共施設も多い。また、「ミ」国政府のケシ撲滅運動が展開され、我が

国のそばプロジェクトの作付面積も大きいものの、未電化地区となっている。 

本計画の基本構想は、シャン州コーカン地区チャーシーシュ村村落群において、同村落群の生活

水準の向上に資するために、同村落群のうち学校、村役場、診療所等の公共施設の集中するチャー

シーシュ村（中心より 1km 圏内）及び高圧配電線沿線下のチャーホー村の電化を行うものであり、

これにより、公共施設に安定した電力が供給されるほか各対象村落で生活に必要な電気設備（照明、

ラジオ等）が利用できるようになるとともに、ひいては、脱穀機、電動工具等の近代的な設備の導

入が可能となり、ケシ栽培撲滅のための代替作物の導入にも資することを目的とするものである。

このため、本計画では、既設のターシェータン村高圧配電線をチャーシーシュ村まで分岐・延長し、

チャーシーシュ村（中心より 1km 圏内）及び高圧配電線沿線下のチャーホー村への 10.5kV/0.4kV 配
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電網資材の調達･据付、各戸配電用資機材の調達を行おうとするものである。 

本基本設計調査団が帰国後現地調査並びに「ミ」国側との協議結果を基に取りまとめた基本事項

は次表のとおりである。 

計 画 の 概 要 

計画予定地 チャーシーシュ村中心 1km 圏内 
[チャーシーシュ村、チャーホー村（既設配電線延長ルートの沿線地）] 

配電線建設工事計画 ・10.5kV 高圧配電線亘長：約 13km 
・0.4kV 低圧幹線亘長：約 8.5km 
・柱上変圧器：（20kVA x 3 台） 
・柱上変圧器：（50kVA x 3 台） 
・遮断器：1 台（取引用積算電力量計付） 

資機材調達計画 ・各戸配電用資機材（電柱、電線、需要家用積算電力量計）：245 戸分（公共施設含む） 
・予備品 1 式 
・道工具 1 式 

ソフトコンポーネント 

 
「ミ」国側負担工事範囲の配電線引き込み工事に対するコンサルタント派遣技術者による下記施工監理技術

の指導 
・総合/詳細計画立案の指導 
・工事開始段階における実施準備及び技術指導 
・工事完了段階における監理指導及び総合評価 
・料金徴収体制の確立 

 

本計画を我が国無償資金協力で実施する場合、概算総事業費は、約 2.17 億円（日本側負担経費：

2.16 億円、｢ミ｣国側負担経費約 150 万円）と見積もられる。本計画の全体工期は、実施設計を含め、

約 15 ヶ月程度が必要とされる。また、「ミ」国側の負担事業の主なものは、日本側で調達する需要

家用引き込み資材の据付工事である。なお、プロジェクトの実施に当っては、監督責任機関として

国境省、実施機関として第 1 特別自治区がそれぞれ担当するが、本計画事業完了後、施設の運転・

維持管理は、第１特別自治区の計画産業部に所属する企業局電力事業課が実施する。電力事業課で

は総職員 46 名の他、必要に応じて中国から技術者を雇用している。第 1 特別自治区の水力発電所、

変電所及び送配電線の稼動状況は良好であり、基本的な運転・維持管理技術は保有しており本計画

の実施上、特に問題はないと判断される。 

本計画の直接効果として、計画の実施により未電化となっているチャーシーシュ村及びターシェ

ータン村からの 10.5kV 配電線路通過地区（チャーホー村）の電化（合計 237 戸、約 1,420 人）が行

われ、照明器具等が使用可能となり、地区住民の生活条件が向上する。 

また、間接的効果として、下記の間接効果が期待されている。 
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・ そばプロジェクトの活動地区において、脱穀機、電動工具等の近代的な設備の導入が可能と

なり、農業の活性化、生産性の向上が期待できると共に、付加価値の高い農作物を生産でき

る。そのため、ケシ栽培から他農作物への転作事業を促進することが可能となりケシ撲滅運

動に貢献する事ができる。 

・ 教育面において、学校の照明設備等整備により、学校教育活動が活発となり、地域間の教育

レベル格差の是正が促進される。 

・ 医療面において、電力を利用した薬品保管用冷蔵庫などの医療設備の設置や使用が可能とな

り、近代的な保健医療サービスが可能となる。 

・ 生活面において、給水ポンプの設置が可能となり、婦女子の労働が軽減される他、テレビ・

ラジオ等の普及により、社会情報の入手が可能となる。 

・ 行政面において、照明設備、通信・事務機器等の導入が可能となり、行政サービスが向上す

る。 

 

以上のように、本プロジェクトは多大な効果が期待されると同時に、広く住民の基礎的生活条件

の向上に寄与するものであることから、協力対象事業の一部に対して、我が国無償資金協力を実施

することの妥当性が確認される。 

なお、本計画の効果をより確実なものとするために「ミ」国側は、低圧配電線の需要家引込工事

等の先方負担事項を、本プロジェクトで日本側が調達・据付予定の配電線の現地試験前に完了させ

ることが重要である。 
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